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海岸清掃活動風景 

  

清掃場所の説明-1 清掃場所の説明-2 

  

ゴミ袋とゴム手袋の配布 配布したゴミ袋（熊本県支給） 

  

回収風景-1 回収風景-2 
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ゴミ袋の回収 ゴミ袋等の集積（仮置き場） 

  

集積されたゴミ袋等 処理困難物等 

＜事例－2＞ 

本事業の一環で、平成 20 年 10 月 11 日に苓北町が主催してボランティアを募り、富岡海岸で実施

した清掃活動の実施状況を以下に示す。 

 

a．海岸名、範囲 
的谷海岸から四季咲岬周辺：全長約 1,200m、幅約 10～30m（下図参照、赤線で囲んだ範

囲） 
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b．広報の方法（周知させるための手段、周知の範囲等） 
「広報れいほく お知らせ版」（No.679、10 月 6 日）に掲載。 

実施日（10 月 11 日）の前の 10 月 9 日と 10 日に町内放送で周知。 

 

c．当日の参加者数 
約 100 名（内訳は不明） 

 

d．作業時間、休憩の頻度・休憩時間の長さ 
作業時間：08：00～09：30 

休憩は各人が適宜にとる。 

 

e．収集するゴミの種類 
不燃ゴミを収集。ライターとボンベ類は可能な限り他と区別するように指示。 

流木、木片、竹片は対象外。 

処理困難物（ブイ、廃プラ等）は産業廃棄物として産廃業者に委託して処分する。 

 

f．当日配布される用具類（袋、手袋等）、飲料水 
ゴミ袋とゴム手袋（苓北町負担。240 円/個）を配布。 

作業終了後、飲料水を参加者に配布（苓北町負担）。 

 

g．参加団体 
主催：苓北町 



Ⅲ-139 

協力：各公民館、九州電力苓北発電所、富岡農協 

 

h．回収の方法 
重機は使用せず、人力で回収。 

いっぱいになったゴミ袋は回収者が的谷海岸の集合場所に持ち運ぶ。回収作業終了後、

町の職員が車でゴミ袋を仮置き場（1箇所）に集積する。 

 

i．ゴミの回収量 
不燃ゴミ：約 300 袋（440kg） 

処理困難物（産業廃棄物として処理）：1㎥ 

 

j．ゴミの運搬方法について（業者に依頼 or市が回収等） 
集積したゴミは、業者に依頼し、後日一般ゴミとは別に臨時に清掃センターに運搬する。 

 

k．ゴミの処分先 
本渡清掃センター 

 

l．費用（用具類の費用、運搬費、処分費） 
不燃ゴミ：運搬費￥30,000（5 トン車 1台）、処理費￥2,200 

処理困難物（産業廃棄物として処理）：現在照会中 

 

m．安全管理体制（連絡体制、保険等） 
参加者への保険：全国町村会総合賠償保険制度、公民館総合賠償保険制度を使用し、参

加者へはどちらの保険もかけている（町負担）。新たに掛けないので０円。 

 

 

海岸清掃活動風景 

  

清掃活動内容の説明-1 清掃活動内容の説明-2 
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ゴミ袋の配布 町長挨拶 

  

回収風景-1 回収風景-2 

  

回収風景-3 ゴミ袋回収車（苓北町） 
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仮置き場に集積されたゴミ袋 処理困難物等 

 

6.6 地域から国への要望 
海岸域の良好な生活環境や自然環境、漁場環境及び安全な船舶の航行の確保が図れるよう、

次のとおり施策の充実・強化を提案。 

6.6.1 恒常的な漂流・漂着ゴミの処理（回収・運搬・処分）に係る財政支援措置の創設 
(1) 緊急・災害時の漂流・漂着ゴミ処理に係る補助事業制度の拡充 
a．災害関連大規模漂着流木等処理対策事業の拡充 

補助対象基準の緩和：補助対象区域を海岸保全区域全域とし、漂着量及び事業費の採

択基準を緩和すること。 

b．漁場漂流・漂着物対策推進事業の拡充 
補助対象の充実：災害時の漁業者による回収についても補助対象とすること。 

c．災害等廃棄物処理事業の充実 
補助対象基準の緩和：災害に起因しない漂着ゴミの処理に要する経費について、処理

量に係る規模要件を緩和すること。 

(2) 医療系廃棄物や廃ポリ容器等の漂着の原因究明、漂流・漂着状況の監視体制の整備並びに
流出防止のための国際協力体制の構築 

(3) 河川等からのゴミ流出防止対策の充実 
a．流出実態調査や流出防止対策の充実 
b．ゴミ流出防止のための政府広報等啓発・普及の充実 
(4) 漂流ゴミを回収する環境整備船の対応の強化 

 

災害等廃棄物処理事業費補助金の概要

補   助   金   名

発   生   原   因 災　  害 　 起 　 因 災害起因ではない

○災害のために実施した廃棄物の収集、運搬及び処分

○国内災害により海岸保全区域外の海岸に漂着した廃棄物

○災害にともなって便槽に流入した汚水の収集、運搬及び処分

○仮設便所、集団避難所等から排出されたし尿の収集、運搬及び処分
（災害救助法に基づく避難所の開設期間内に限る）

補　   助　   先

 　○降雨：最大２４時間雨量が８０mm以上によるもの ○１市町村(１一部事務組合)における処理量が１５０m3以上のもの

　 ○暴風：最大風速（１０分間の平均風速）１５m/sec以上によるもの ○海岸保全区域外の海岸への漂着

　 ○高潮：最大風速１５m/sec以上の暴風によるもの　　　　　　　等 ○通常の管理を著しく怠り、異常に堆積させたものは除く　　　 等

補      助      率

災 害 等 廃 棄 物 処 理 事 業 費 補 助 金

対   象   事   業

市　  町　  村  　（ 一 部 事 務 組 合 含 む ）

海岸に漂着した廃棄物（漂着ごみ）

１  ／  ２

要　　 　     　件

指定市：事業費８０万円以上、市町村：事業費４０万円以上
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災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業の拡充
 

１．目 的
洪水、台風等により海岸に漂着した流木及びゴミ等並びに外国から海岸に漂着し

たものと思われる流木及びゴミ等が異常に堆積し、これを放置することにより、海岸
保全施設の機能を阻害することとなる場合に、緊急的に流木等の処理を実施する

２．事業の採択基準
堤防、突堤、護岸、胸壁、離岸堤等の海岸保全施設の区域及びこれら施設から１
キロメートル以内の区域に漂着し、その漂着量が1,000立方メートル以上であること

３．国庫補助率
１／２

 

＜平成２０年度拡充内容＞
広範囲にわたり堆積した海岸漂着ゴミや流木等を処理するため、事業の対象範囲を拡大し、広域
にわたる「複数の海岸」の関係者が協働して一体的・効率的に処理を行うこと等ができるよう制度を
拡充。

海岸漂着ゴミや流木等の状況

NPO等による海岸清掃

拡充後

対
象
範
囲

1,0
00

m
3 以
上

※関係者が協働して一
体的・効率的に処理

C海
岸

D海
岸

B海
岸

A海
岸

拡充前

B海
岸

対
象
範
囲

1,
00

0m
3 以
上

※個々の管理者が処理

A海
岸

C海
岸

D海
岸

（平成２０年度拡充内容）
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7．沖縄県 

7.1 石垣島・西表島地域における漂流・漂着ゴミに関する取組の現状と課題 
7.1.1 国の取組 

国は、「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議とりまとめ」（平成１９年３月）

を踏まえ、状況の把握、国際的な対応も含めた発生源対策、被害が著しい地域への対

策を進めている。 

 

7.1.2 状況の把握 
気象庁は、北西太平洋海域及び日本周辺海域の観測定線において海上漂流物目視観測を

実施している。また、海上保安庁は、一般市民を対象とした海洋環境保全のための啓発活

動の一環として、漂着ゴミ分類調査を実施している。環境省は、漂流・漂着ゴミについて、

国内外の既存の予測手法等をもとに、既存予測モデルの範囲を拡大し、東シナ海等への適

用を可能とするような予測手法の検討を行った。 

なお、漂流・漂着ゴミについては、これまでも国及び各種団体が、実測及びアンケート

調査等を実施し、医療系廃棄物も含め、その状況の把握に努めてきたところであるが、こ

れら状況は、国内外での対策の進展等により年々変化することから、今後も、常に知見を

収集することとしている。 

 

7.1.3 国際的な対応も含めた発生源対策 
(1) 国内での発生抑制の取組（漂流ゴミの回収対策を含む） 

河川等に捨てられたゴミが、海域に流出することで漂流・漂着ゴミ問題の一因となって

いることから、国土交通省では、従来から、河川敷等において、市民と連携した清掃活動、

不法投棄の防止に向けた普及啓発活動を行っている。また、河川管理者による日常的な監

視による不法投棄の抑止・早期発見、河川の維持管理の中での治水上の支障となるゴミ回

収の徹底、市民と連携した清掃活動の実施、回収活動状況のマップ作成等を通じた啓発普

及に取り組んでいる。 

港湾において、国土交通省では航行船舶の輻輳する海域において船舶航行の安全を確保

し、海域環境の保全を図るため、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海、有明・八代海等（港湾区域、

漁港区域を除く）において、海面に浮遊するゴミや油の回収を行っている。また、海洋短

波レーダによって観測された流況を活用し、ゴミや油の集まる位置を予測する技術等の研

究開発を推進している。 

水産庁は、漂流・漂着物の発生源対策として、漁業系資材の漁網、発泡スチロール製の

フロート及びプラスチック製品について、モデル地域を選定し、その処理費用の軽減方策

及びリサイクル技術の開発・推進を図るとともに、被害拡大防止のため漁業活動中に回収

された漂流物の処理費用に対する広域的な取り組みへの支援を行っている。また、漁場環

境の悪化により、効用の低下している漁場の生産力の回復や水産資源の生息場の環境を改

善することを目的として、堆積物の除去等を行っている。 

国内において容器包装廃棄物の排出抑制を促進することは、漂流・漂着ゴミに対する対

策としても有効であると考えられる。このため、経済産業省は、容器包装廃棄物の排出抑

制を促進するため、改正容器包装リサイクル法の施行に必要な調査等を行い、同法の適切

な実施を進めている。  
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(2) 国際的な取組 
環境省は、日中韓 3カ国環境大臣会合等の政策対話や、NOWPAP の海洋ゴミプロジェクト

を通じ、関係各国に対し、様々な種類の漂流・漂着ゴミに対する協力を含め、引き続き協

働して取り組むよう働きかけている。 

外務省は、NOWPAP 海洋ゴミプロジェクトの一環として推進する周辺国と連携した清掃・

人材育成キャンペーンを、我が国の主導により継続的に実施し、各国における地方公共団

体・NGO をも巻き込んだ市民レベルの意識向上を図っている。 

 

7.1.4 被害が著しい地域への対策 
(1) 地方公共団体等の対策に対する実効性の高い財政支援等 

国土交通省及び農林水産省は、洪水、台風及び外国からの漂流等による大規模な漂着ゴ

ミが海岸保全施設の機能を阻害することとなる場合に、これを緊急的に処理することを目

的として、「災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」を拡充している。平成１９年度

には、①本事業で処理できる対象を大規模な「流木等」に限らず「漂着ゴミ」にも拡充す

るとともに、②補助対象となる処理量を現行の「漂着量 70％」から「漂着量全量（100％）」

に拡充した。また、平成２０年度には、広範囲にわたり堆積した海岸漂着ゴミや流木等を

処理するため、事業の対象範囲を拡大し、広域にわたる「複数の海岸」の関係者が協働し

て一体的・効率的に処理を行うこと等ができるよう制度を拡充した。なお、本事業の採択

基準は、①海岸保全区域内に漂着したもの、②堤防・突堤・護岸・胸壁・離岸堤・砂浜等

の海岸保全施設の区域及びこれら施設から 1キロメートル以内の区域に漂着したもの、③

漂着量が 1,000 立方メートル以上のもの、3つの要件全てを満たすことである。 

環境省は、平成１９年度に災害廃棄物処理事業費補助金（漂着ゴミ処理事業分）を拡充

し、災害に起因しないが、海岸への大量の廃棄物の漂着について、その処理を市町村が行

う場合、当該処理事業費を補助対象とした。補助の規模要件は 150 立方メートル以上であ

り、海岸保全区域外における事業について補助を行うこととしている。また、市町村が海

岸漂着物を含めた廃棄物の処理を行うため必要な廃棄物処理施設を整備する場合に、循環

型社会形成推進交付金により支援を行っている。 

内閣府は、同じく循環型社会形成推進交付金により、離島地域を含む沖縄における廃棄

物処理施設等の整備に係る支援を行っている。 

水産庁は、市民参加による森・川・海を通じた漁場環境保全事業において、民間団体を

通じて、漁業者・市民団体等が行うゴミの除去作業に必要な清掃資材等を提供するなど、

海浜の美化活動を支援している。 

総務省は、地方独自のプロジェクトを自ら考え、前向きに取り組む地方公共団体に対し、

「頑張る地方応援プログラム」により地方交付税等の支援措置を講じている。地方公共団

体は、頑張る地方応援プログラムのプロジェクトとして環境保全プロジェクト（漂流・漂

着ゴミに関する活動等）に取り組むことで、その取組経費について支援を受けることがで

きる。 

 

(2) 調査 
環境省は、平成１９年度より、「漂流・漂着ゴミ国内削減方策モデル調査」を開始し、漂

流・漂着ゴミ問題について、海岸やゴミの状況に適した削減方策を検討するため、モデル

地域を選定した上で、漂着ゴミの状況の把握を行うとともに、発生源対策や効率的・効果

的な処理・清掃方法を検討している。また、NGO 等との関係者間の連携の推進及び海岸清
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掃、普及啓発等の効果的な方策についても検討している。また、医療廃棄物や廃ポリタン

クの漂着が認められた場合には、必要に応じ、関係地方公共団体等と連携して漂着状況の

把握に努めている。 

国土交通省は、海岸における漂着ゴミには、使用済みの注射器や危険性の高い薬品ビン

などの医療系廃棄物を始め、ガスボンベ、信号筒など爆発や破裂の恐れのあるものなど危

険物が含まれている事例が各地で見られていることから、海岸を常に安全に利用できるよ

うに適切に管理するための対応方針の策定を進めている。 

海上保安庁は、同一の排出源からのものと思われる大量の漂着物が認められた場合に、

関係地方公共団体等と連携して、事件・事故の両面から、漂着状況を含む、排出源、排出

原因の特定のための調査を実施している。 

 

(3) 技術開発 
環境省は、廃棄物処理等科学研究費補助金（競争的資金）を活用し、重点枠として漂着

ゴミの処理に係る技術を公募し、塩分を含む漂着ゴミの焼却技術の開発等を行っている。 
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7.2 沖縄県の取組 
漂流・漂着ゴミに関する沖縄県の取組のうち、主なものは下記のとおりである。 

 

 (1) 海浜地域浄化対策費（土木建築部） 

      海岸管理者が市町村へ海浜清掃を委託する費用として、各市町村へ配分。 

 

 (2) 海岸保全管理費（農林水産部） 

      海岸保全区域に係る保全管理費の一部を、海岸清掃に伴う処理費用として計上している。 

 

 (3) 「ちゅら島環境美化条例」による、ごみ散乱防止啓発活動 

・市町村と連携した「ちゅら島環境美化促進全県一斉清掃」を実施。 

・市町村と連携した「環境美化促進モデル事業」を実施。 

・ごみのポイ捨て防止公開パトロールを実施。 

 

 (4) 「沖縄クリーンコーストネットワーク」の海岸保全活動 

      第十一管区海上保安本部が提唱し、関係機関・ボランティア団体・マリンレンジャー団体・

個人等が連携して海岸清掃活動を実施。 

 

 (5) 「めんそーれ沖縄一斉クリーンアップ」（観光商工部） 

      観光関係団体等と連携して清掃作業を実施。 

 

 (6) 「御万人（うまんちゅ）すりてぃクリーン・グリーン・グレイシャス」（教育庁） 

      各自治体、教育関連団体と連携して清掃作業を実施。 

 

(7) 災害等廃棄物処理事業費補助金及び循環型社会形成推進交付金の活用 

      市町村からの交付申請についての指導・助言を実施。 
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7.3 石垣市の取組 
石垣市では、市民のボランティア清掃の支援を行っている。以下にその概要と「ボラン

ティア清掃ゴミの回収依頼書」を示す。 

石垣市ボランティア清掃の支援について 

（http://www.city.ishigaki.okinawa.jp/120000/120400/Garbage/taifuu/typhoon.htm より） 

 

 石垣市では、ボランティア清掃活動を支援するためにポイントクリーニングという事業

を行い、その事業の対象範囲や支援の内容などを次のように定めている。 

 

１.清掃場所の範囲 
海岸、幹線道路、公園などの公共の場所。 
拝所、御願、公民館など特定の管理者がいる場所や、家の回りは対象外とする。 
 
２.支援の内容 
①ボランティア用ごみ袋の提供 
②清掃用手袋の提供 
③ボランティア名入りのカンバンの設置（定期的に清掃している場合） 
④ごみの回収（平日回収） 
 
３.表彰など 
 長期間に渡り定期的に清掃を行った団体または個人の方は廃棄物関連の国、県の表彰制度に
推薦する。また、定期的ではなく１度限りの団体でもその功労を称えるため市の広報に団体名
を掲載する。 
 
４．支援の依頼 
生活環境課に用意してある申込書に清掃日時、団体名や氏名、清掃場所などを記入し申込む。

申込時にごみ袋や手袋を受け取る。 
 

 

 

（資料提供：石垣市保健福祉部生活環境課） 
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7.4 竹富町の取組 
7.4.1 民間企業との協力 

竹富町では、民間企業と協力し大規模な海岸清掃事業に取組んでいる。以下にその例を

示す。 

 

●平成 19 年 6 月 3日 小浜島（海岸 3ヶ所：3.2km） 

ゴミ回収：9:00～11:00 

参加者：約 600 人 

回収量：トン袋 168 袋 

 

●平成 20 年 3 月 1日 ユチン海岸 

ゴミ回収：10:20～12:00、運搬：13:00～16:00 

参加者：約 160 人 

回収量：トン袋 80 袋及びドラム缶 2 

 

7.4.2 国立公園の保全 
環境省と竹富町が連携して「西表石垣国立公園を美しくする会」を組織し、関係地区公

民館や西表エコプロジェクト・西表島エコツーリズム協会の協力を得て、7 月第 3 月曜日

の「海の日」を中心に清掃活動等を実施している。 

 

7.4.3 地域の取組支援 
西表エコプロジェクト・西表島エコツーリズム協会が毎月実施している「ビーチクリー

ンアップ大作戦」への地域住民の参加呼掛けや、その際に回収されたゴミの運搬処理費用

の一部補助の支援実績がある。 

 



Ⅲ-149 

 

7.5 地域の取組 
7.5.1 八重山環境ネットワーク 

当該地域の漂着ゴミ清掃活動については、行政、民間団体、個人活動家による「八重山

環境ネットワーク」による取組が行われている。事務局は石垣海上保安部警備救難課であ

る。 

八重山環境ネットワークは、八重山諸島の自然環境全般にわたる諸問題をテーマとした

ネットワークであり、HP「美ら海ねっと」（http://www.churaumi.net/）による情報発信、

環境保全活動、ボランティア活動の支援等を行っている他、年 1回関係者による総会が実

施されている。 

 

表 7.5-1 八重山環境ネットワーク会員リスト（平成 19 年 10 月 1 日現在） 

（情報提供：石垣海上保安部警備救難課） 

石垣海上保安部 
石垣航空基地 
国際サンゴ礁研究・モニタリングセンター 
沖縄総合事務局 石垣港湾事務所 
八重山支庁 
石垣市 
石垣市教育委員会 
竹富町 
竹富町教育委員会 
与那国町 
八重山漁業協同組合 
与那国町漁業協同組合 
八重山ダイビング協会 

ＷＷＦジャパンサンゴ礁保護研究センター 
日本ウミガメ協議会黒島研究所 
石垣島ウミガメ研究会 
(有)海遊 
独法水研センター西海区水産研究所石垣支所 
沖縄県水産海洋研究センター 
西表島エコツーリズム協会 
イルカ＆クジラ救援プロジェクト 
西表島カヌー組合 
石垣ビーチクリーンクラブ(IBCC) 
他 個人会員 

 

表 7.5-2 平成 19 年度(2007)八重山環境ネットワーク活動画予定表 

（http://www.churaumi.net/keikaku.html より） 

2007 年
(H19)

開催名称 活動場所 主催

4月8日 西表島ビーチクリーンアップ 西表島・中野海岸 西表エコプロジェクト

5月20日 西表島ビーチクリーンアップ 西表島・星砂の浜 西表エコプロジェクト

6月3日 小浜島ビーチクリーンアップ 小浜島・東表海岸及びサコーラ海岸 ２４時間テレビ

6月3日 石垣島大浜海岸清掃 石垣島・大浜海岸 大浜の海を守る会＆大浜公民館

6月10日 西表島ビーチクリーンアップ 西表島・由布島北 西表エコプロジェクト

6月10日 石垣島白保海岸清掃 石垣島・白保海岸 白保公民館

6月17日 石垣島白保海岸清掃 石垣島・白保海岸 白保中学校生徒会

6月中旬 海洋環境教室 石垣市内小学校対象 石垣海上保安部

4月～9月 子供パークレンジャー 石垣市内小学校対象 環境省石垣自然保護事務所

7月1日 まるごと沖縄クリーンアップ 石垣島・星野海岸 石垣ビーチクリーンクラブ

7月15日 まるごと沖縄クリーンアップ 西表島・ゲータ海岸 西表エコプロジェクト

8月19日 西表島ビーチクリーンアップ 西表島・南風見田ビーチ 西表エコプロジェクト

9月未定 西表島ビーチクリーンアップ 西表島・鹿川海岸 八重山環境ネットワーク

10月21日 西表島ビーチクリーンアップ 西表島・美田良海岸 西表エコプロジェクト

11月18日 西表島ビーチクリーンアップ 西表島・由布島北 西表エコプロジェクト

11月初旬 環境パネル展 石垣島祭り・新栄公園 八重山環境ネットワーク

12月16日 西表島ビーチクリーンアップ 西表島・ゲータ海岸 西表エコプロジェクト

1月20日 西表島ビーチクリーンアップ 西表島・星砂海岸 西表エコプロジェクト

2月17日 西表島ビーチクリーンアップ 西表島・美田良海岸 西表エコプロジェクト

3月23日 西表島ビーチクリーンアップ 西表島・南風見田ビーチ 西表エコプロジェクト  
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7.5.2 石垣島 
(1) エコツアー業者による取組み 

石垣島ではエコツアー業者で構成される石垣島沿岸レジャー安全協議会（会長：成底正

好）が、定期的にフィールドの清掃活動を行っている。当会には環境保全対策委員会があ

り、少なくとも年に一回の清掃活動の実施を目標に掲げている。清掃は各会員が普段仕事

で利用しているフィールドで行い、その場の自然を利用していることへの感謝の意を表す

ことを目的としている。また、仕事で使うフィールドがきれいであることは、エコツアー

の参加者が気持ちよく旅行を楽しむために重要な条件である。 

それぞれの事業者は、普段利用しているフィールドにおいて日常的なゴミ拾いを心がけ

ているが、家族経営的な小さな業者がほとんどであることから、なかなか徹底した清掃を

することができない。年に数回ある程度の人数で清掃を実施することで、普段拾うことの

できない大きさや量のゴミを取り除くことができる。また会員の親睦や会の結束のために

も有意義である。これまでは、米原海岸、吹通川マングローブ域、名蔵アンパル海岸林周

辺などで実施してきた。 

(2) 学校の取組み 
野底小学校 PTA では、年に一度、小学校の前の海岸の清掃を行っている。以前は夏休み

直前に行っていたが、２年前より秋休み直前の 10 月初めに行うようにしている。その理由

は、夏場は漂着ゴミが少なく北風が吹き始める 10 月はゴミの多くなる時期であることと、

JEAN/クリーンアップ全国事務局の取りまとめる「世界ゴミ調査」に参加できる時期である

ためである。 

清掃は野底小学校児童と父兄、また地域の方達にも呼びかけて実施。まずは「世界ゴミ

調査」の調査法に従いゴミの調査を行う。調査の際には漂着ゴミ問題について講和を行う

など啓発活動を必ずするようにしている。その後、全員で海岸のゴミ清掃を行っている。 

 

7.5.3 西表島 
(1) 西表エコプロジェクト・西表島エコツーリズム協会の取組み 
a．環境教育 
環境教育として以下の取組みを実施している。 

環境教育は、概ね全 2時間程度、以下の工程で実施している。 

①漂着ゴミに関する説明 

②回収作業 1時間程度 

③ゴミの分別 

④回収されたゴミの分析 

 

環境教育として主に以下の取組みを実施している。 

①上原小学校：定期的に年１回全校生徒（５０名）を対象に実施。 

②船浦中学校：不定期で年１回ほど全校生徒を対象に実施。 

③西表中学校：不定期に総合学習で実施（希望する生徒を対象）。 

④鳩間小中学校：今年度３回実施予定（第 1回は 9月に実施済み）。 

⑤その他：JICA の活動（海外からの研修生を対象）、大学生の環境教育など 

 

回収方法は、運搬処理費用を抑えるために、回収範囲を 10～50ｍ程度に限定して実施し

ている。また、回収は行わずに漂着ゴミの観察だけを実施したり、ペットボトルだけを回
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収した上でラベル表記から生産国を調べることもある。※2008 年度（4～10 月）は、JICA

の研修で 4回 34 名、大学生の研修で 3大学 33 名が参加しているが、ゴミの回収は実施し

ていない。 

西表エコプロジェクト及び西表島エコツーリズム協会では、回収したゴミの運搬処理費

用の支出には限界があるという事情も踏まえ、環境教育を行う上では回収作業は必ずしも

必要ではなく、海岸に漂着したゴミを観察する方法も有効であると考えている。 

 

b．漂着ゴミの実態調査 
「ビーチクリーンアップ大作戦」と称し、毎月 1回の頻度で年 12 回、西表島周囲の各海

岸を対象に地域住民のボランティアを募集した上で漂着ゴミの実態調査を実施している。

方法は、原則として 50m の幅（昨年度までは 10ｍの幅）を設定し、波打ち際から海岸林の

中までの回収を行い、その後参加者全員で分別を行う。この調査で得られたデータは、西

表島エコツーリズム協会で管理されており、今後の漂着ゴミ対策に役立つものである。本

モデル調査においても、報告書Ⅰ章の「概況調査」において平成 18～19 年度調査分につい

てのデータの提供を受けている。 

また、2008 年度は船浦湾の海岸植生帯（防潮林）に漂着したゴミの実態調査の取組みも

行っている。 

この取組では、2008 年度 4～10 月の間に 99 名が参加し、398 袋（45L/袋）の漂着ゴミを

回収している。 

 

7.6 海岸清掃の体制の現状と課題 
7.6.1 石垣島地域 

本調査を通じて明らかとなった石垣島における漂着ゴミの清掃活動に関する現状と課題

を表 7.6-1 に示す。当該地域の漂着ゴミ清掃活動については、行政、民間団体、個人活動

家による「八重山環境ネットワーク（事務局：石垣海上保安部警備救難課）」が大きな役割

を果たしている他、地域住民による自主的な取組みも多く行われている。 

住民によって回収された漂着ゴミは、石垣市が引取り、一般ゴミ・資源ゴミ等は市の処

理施設へ、産業廃棄物は業者処分されている。なお、大型の発泡スチロールと漁業用ブイ

は、処理困難物として最終処分場に仮置きされている問題もある。 

 

表 7.6-1 石垣島地域における漂着ゴミの清掃活動に関する現状と課題 

回  収 現状 

・ 八重山環境ネットワークや地域住民による自主的な清掃活動が

活発に行われている。 

・ 所定の方法で事前に石垣市に清掃計画を伝えれば、市から必要

なゴミ袋及び軍手が支給される。 

・ 石垣市が把握しているだけで平成 18 年度は 20 海岸 87 回、平成

19 年度は 18 海岸 105 回の実績がある。 

 課題 

・ 北部の平久保崎周辺の様にアクセスが悪く、清掃活動が困難で

あり、経年のゴミが多く溜まっている海岸が存在する。 

・ 環境への配慮から人力による回収が基本であり、人力ゆえに大

型のゴミの回収には限界がある。 

・ 廃油ボールや流木の様に予期できないが時おり大量に漂着する
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ゴミの回収対策 

・ 石垣市役所ホームページ「島っぷ」の活用による自主的な清掃

活動と石垣市の連携 

収集・運搬 現状 
・ 石垣市が指定した場所に集積すれば、市が回収する（原則は月

曜日）。 

 課題 
・ 週末にボランティアが活発に行われ、回収したゴミの量が多い

場合には、市の回収に大きな負担がかかっている。 

処  分 現状 
・ 一般ゴミ、資源ごみは石垣市クリーンセンター及び石垣市一般

廃棄物最終処分場へ、産業廃棄物は業者処分 

 課題 

・ 大型の発泡スチロールと漁業用ブイは、処理困難物として最終

処分場に仮置きされている。十分な処理費用が確保できないた

め、仮置きしている処理困難物は年々増加している。 

・ 一度に大量に漂着した流木の処理対策。流木の処理費用は廃プ

ラスチックよりも高い。 

・ 産業廃棄物の処分費は、容量当りの単価で決まるため、コスト

削減のためにはゴミの減容化が必要。 

 



Ⅲ-153 

 

7.6.2 西表島地域 
本調査を通じて明らかとなった西表島における漂着ゴミの清掃活動に関する現状と課題

を表 7.6-2 に示す。当該地域の漂着ゴミ清掃活動については、「西表エコプロジェクト」

が大きな役割を果たしている他、「八重山環境ネットワーク（事務局：石垣海上保安部警備

救難課）」のサポートや、地域住民による自主的な取組みも行われている。 

住民によって回収された漂着ゴミは、産業廃棄物として石垣島へ運搬した後、業者処理

されている。 

 

表 7.6-2 西表島地域における漂着ゴミの清掃活動に関する現状と課題 

回  収 現状 

・ 西表エコプロジェクトにより毎月 1 回、西表国立公園を美しく

する会により年 3回程度海岸清掃が実施されている。 

・ 上記以外には、不定期ではあるが小中学校やキャンプ場利用者

等による清掃活動が実施されている。また、企業と竹富町が協

力し、大規模な海岸清掃が実施されることもある。 

・ 事務局が把握している範囲では、平成 18 年度は 9回 7海岸、平

成 19 年度では 13 回 8 海岸の実績がある。 

 課題 

・ ユチン川周辺の様にアクセスが悪い、あるいは道路が整備され

ていないため清掃活動が困難な海岸、また、海岸背後地の防潮

林や保安林に経年のゴミが多く溜まっている。 

・ 環境への配慮から人力による回収が基本であり、人力ゆえに大

型のゴミの回収には限界がある。 

・ 廃油ボールや流木の様に予期できないが時おり大量に漂着する

ゴミの回収対策。 

・ ボランティア清掃を行う地域住民の確保。 

収集・運搬 現状 
・ 基本は全てボランティアが行う。 

・ ゴミの処分には石垣島への海上運搬が必要。 

 課題 

・ 地域住民による陸上運搬は主に軽トラックによるため、輸送力

に限界がある。 

・ 石垣島への海上運搬には多額の費用がかかる。 

処  分 現状 
・ 漂着ゴミは殆どを産業廃棄物として扱うため、石垣島の業者へ

委託。 

 課題 

・ 運搬費も含め処分の費用は海岸清掃を実施した者が負わなくて

はならない。 

・ ゴミの処分費は、容量当りの単価で決まるため、コスト削減の

ためにはゴミの減容化が必要。 

 

7.7 漂流・漂着ゴミの発生抑制対策の現状と課題 
7.7.1 石垣島地域 
7.7.2 西表島地域 
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7.8 海岸ごとのゴミの状況と清掃実態等について 
図 7.8-1、図 7.8-2 に以下の 3項目を整理したものを示す。 

①「航空機調査」によるゴミの状況 

②「概況調査」の文献及びヒアリング調査において把握した平成 18～19 年度の海岸清掃実績 

③本年度実施した石垣島、西表島の調査範囲外の海岸の情報収集の対象（情報収集結果はⅣ

章・資料編に整理した） 

 

 

図 7.8-1 石垣島における航空機調査によるゴミの状況、近年の海岸清掃実績（石垣市把握分）、

情報収集の対象海岸 
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図 7.8-2 西表島における航空機調査によるゴミの状況、近年の海岸清掃実績（事務局把握分）、

情報収集の対象海岸 
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7.9 石垣島・西表島地域における今後の漂流・漂着ゴミ対策のあり方の方向性 
7.9.1 相互協力が可能な体制作りについて 
(1) 関係機関・団体等の役割分担 

漂流・漂着ゴミ問題に対する我が国の方針と当面の施策として、平成１９年３月に策定

された「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議とりまとめ」においては、漂流・漂着

ゴミの処理等に係る国、都道府県、市町村等の役割について、次のように記載されている。 

 

我が国における、漂流・漂着ゴミの処理等に関連する現行法制度としては、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃掃法」という。）、海岸法、港湾法等がある。

現行法では、海岸に漂着したゴミについて、土地又は建物の占有者がその土地又は

建物の清潔を保つように努めなければならない（廃掃法第 5条第 1項）、と定められ、

「占有者がいない場合には、管理者とする」（同項）との規定に基づき、海岸管理者

が土地の清潔保持について努力義務を負う。一方、海岸管理は、都道府県等の海岸管

理者が行うものとされている（海岸法第 5条など）。 

海岸管理のうち、海岸保全施設に関する工事に係る事務以外の事務は自治事務と整

理される（同法第 40条の 4）ことから、基本的にどの程度の清潔保持を行うかの判断

は各海岸管理者の裁量に委ねられている。また、「海岸におけるゴミ対策や清掃等海

岸の美化については、地域住民やボランティア等の協力を得ながら進めるとともに、

参加しやすい仕組み作りに努める。」（同法第 2条の 2に基づく海岸保全基本方針）と

示されている。 

  

漂着ゴミについては、海岸等公物管理者が発生者ではないものの、公物管理上、清

潔の保持に努めなければならず、それぞれの公物管理者が、漂流・漂着ゴミの対応に

関する義務を負う。公物管理を定めた個別法において、自治事務と整理された事務に

ついては、各地方公共団体が自らの裁量に基づいて事務を遂行する責務を負うことと

されている。 

 

しかしながら、実態的には、公物管理者だけでは対応しきれない質及び量のゴミが

漂着した場合に、公物管理者である都道府県からの要請や、地域の生活環境保全上看

過できない状況に鑑み、一般廃棄物の処理について統括的責任を有する市町村（廃棄

物担当部局）が漂着ゴミの処理を行わざるを得ない場合があり、さらに、それでもな

お処理しきれない場合がある。 

また、都道府県の中には、市町村に対して漂流・漂着ゴミの処理等に関する補助を

行っているものもあるが、対策が不足している場合がある。 

こうしたことから、漂流・漂着ゴミの処理等に係る問題について、真に現場の求め

る解決に向けて、関係者間の相互協力が可能な体制作りを推進することが当面の施策

としては最も有効である。その上で、実際に処理にあたる現場の地方公共団体が混乱

しないよう、漂流・漂着ゴミの処理等の円滑な実施に向け、今後も更に検討を深める

ことが必要である。 

 

これを受けて、関係者間の相互協力が可能な体制作りを推進するため、本モデル調査に

おいては、各地域毎に県、市町村、関係団体、NPO/NGO、地域住民等により構成される地域
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検討会を設置し、意見交換や必要な調整をしつつ、今後の漂流・漂着ゴミ対策のあり方の

方向性を策定していくこととした。 

今後は、この地域検討会をベースとして、関係者との連絡調整等を担う協議会等へ発展

させ、関係者間の役割分担や、適正な漂流・漂着ゴミの回収・処理、発生源対策等の対策

のあり方を議論、整理していくことが望ましい。その際には、本モデル調査によって得ら

れた各種の技術的知見等を積極的に活用していくことが期待される。 

図 7.9-1、図 7.9-2 は、石垣島地域、西表島地域において現時点で想定される関係者間

の役割分担の模式図であり、引き続き協議会等の場で議論をし、地域の実情に適した体制

作りを進めていくことが適当である。 
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独法水研ｾﾝﾀｰ西海区水産研究所石
垣支所
沖縄県水産海洋研究ｾﾝﾀｰ
西表島ｴｺﾂｰﾘｽﾞﾑ協会
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図 7.9-1 石垣島地域における関係機関・団体の役割分担（案） 
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図 7.9-2 西表島地域における関係機関・団体の役割分担（案） 
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7.9.2 海岸清掃の体制のあり方の方向性 
(1) 情報の共有 

石垣島、西表島地域を含め、八重山管内の海岸の漂着ゴミの状況は、海岸管理者である

沖縄県が常に把握していることが望ましい。沖縄県に石垣島、西表島の情報を集約するた

めには、まず石垣市や竹富町がゴミの漂着情報を集約・整理できる体制を整備することが

重要であると考えられる。例えば以下の方法が実現できれば、地域住民・石垣市／竹富町・

沖縄県で最新の情報が共有できるため、漂着ゴミ対策や回収計画を策定する上で各関係機

関での効率的な調整が期待できる。 

石垣島の海岸のゴミの漂着状況と住民による海岸清掃活動状況については、八重山環境

ネットワークの連絡網と石垣市のボランティア清掃支援制度により概ね把握されている。

これらの情報を石垣市地理情報システム「いしがき島っぷ」に集約し一元化できれば、誰

もが情報を閲覧でき、また新たな漂着情報や清掃活動報告を伝えることができると考えら

れる。また、石垣市における情報の整理もし易くなると思われる。 

同様に、西表島の海岸のゴミの漂着状況と住民による海岸清掃活動状況については、西

表エコプロジェクト及び西表島エコツーリズム協会により概ね把握されている。西表エコ

プロジェクトでは、毎月 1回西表島の海岸清掃を実施し、同時に漂着したゴミの種類・量

等のデータ収集も行っている。この西表エコプロジェクトの情報の他、林野庁や八重山漁

業協同組合等の当該地域を管理する関係機関からの情報を竹富町で集約・整理し、沖縄県

及び地元関係機関でゴミの漂着に関する情報を共有する仕組みが必要である。 

このように、地域住民・石垣市／竹富町・沖縄県で最新の情報が共有できれば、漂着ゴ

ミ対策や回収計画を策定する上で各関係機関での効率的な調整が期待できる。 

 

(2) 清掃計画の策定 
・沖縄県が主体となり、石垣島／西表島全ての海岸を視野に入れ、海岸清掃を有効に行っ

ていくための年度計画を策定することが適当である。年度計画を策定する上では、生活

環境保全上、景観保全上問題が生じている海岸等を整理した上で行うこととし、また、

国や県の補助金等の活用も考慮する。また、この場合においては、本モデル調査によっ

て整理をした「効率的かつ効果的な漂着ゴミの回収・処理方法（モデルケース）」を参照

していくことが望ましい。 

・このモデル調査において、航空機写真によるゴミの状況と近年の海岸清掃実績等の情報

を整理している。今後清掃を実施する海岸の選定等、新たな清掃計画の策定は、これら

の情報と最新の漂着情報を収集、整理した上で実施する。この場合、石垣市／竹富町、

八重山環境ネットワーク等の地元関係機関が持つ情報と意見が重要である。 

・石垣市においては、地域住民により継続的な海岸清掃が実施されているため、その清掃

活動については現状のまま石垣市がサポートしていく。清掃活動が殆ど行われていない

海岸や、ゴミの漂着量が多すぎて現状として十分な回収がなされていない海岸について

は、沖縄県及び石垣市が中心となり各関係機関等の協力を得て清掃体制を策定する。特

に生活環境保全上、景観保全上問題が生じている海岸について優先的に実施していく。 

・大量の漂着ゴミの回収処理をする場合には、国や県の補助金等を有効に活用できるよう

に、利用できる補助金制度と対象事業の内容について、石垣島／西表島の海岸清掃の状

況に合わせた形で整理しておく。なお、国の補助金としては国土交通省・農林水産省の

「災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」や環境省の「災害等廃棄物処理事業費
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補助金」があり、災害時や緊急時等に対応できる体制を整備していくことが適当である。 

(3) 回収体制 
・ゴミの回収方法は、環境への配慮から人力を基本とする。海岸への車両や重機の乗り入

れは極力避けるべきであるが、やむを得ず車両や重機を利用しなければならない状況が

生じる可能性もあるので、その状況を予測し、それぞれの海岸に応じたルールを策定し

ておく。 

・島内では多くのボランティア清掃が行われているが、これらボランティア団体をはじめ

海岸清掃に関る地域住民が漂着ゴミ対策に関する情報を共有したり、共同で海岸清掃を

行うことが可能な仕組みが必要である。 

・本モデル調査において、アクセスが悪く人力による回収が困難な海岸は、船舶を用いて

回収した漂着ゴミを運ぶことが有効であることが示されたことから、関係者との協同に

よる船舶を用いた漂着ゴミの回収体制の検討が重要である。 

・災害起因や、廃油ボールや流木の様に予期できないが時おり大量に漂着するゴミの回収

処理体制を策定しておく。特に回収作業に多くの人材を要する場合を想定し、多数の作

業員やボランティアの確保方策や、国や県の補助金等の活用方策について検討しておく。 

(4) 収集・運搬・処分について 
・石垣島では、週末にボランティア清掃が活発に行われ、回収したゴミの量が多い場合に

は、市の収集・運搬・処分に大きな負担がかかっているため、関係者の役割や費用分担

のあり方等について検討する。 

・西表島では、島内の廃棄物処理施設の能力が乏しく、回収した漂着ゴミを島内で処理す

ることが困難であり、石垣島への海上運搬に多額の費用がかかることから、その低減方

策について検討する。 

・発泡スチロールの減容化をはじめ、ゴミの種類毎にコスト削減のための策を検討してい

く。流木については島内で再利用できる場合があるので、再利用に関する情報を収集整

理し、処理コスト低減につなげることが適当である。 

・当該地域における漂流・漂着ゴミ対策の中では、処理費用の確保が緊急の課題である。

地元の処理費用を可能な限り低減できるよう、清掃計画において、国や県の補助金等の

活用方策を十分に検討しておくことが適当である。 
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(5) その他 
漂流・漂着ゴミの収集・運搬・処分費用対策としては、上記の補助金制度以外にも、法

定外目的税（例えば入島税、観光税として）の導入や、ゴミの減容化によるコスト削減方

策等が考えられる。 

【参考：八重山入域観光客数】 

平成 19 年の八重山地方全体の入域観光客数は 787,502 人であり、石垣島では 783,054

人、竹富町全体では 1,101,690 人、うち西表島では 405,646 人となっている（八重山ビジ

ターズビューローによる） 

【参考：法定外目的税】 

沖縄県では、伊是名村において「環境協力税」として導入されている。以下、平成 17

年 3 月 28 日び総務省報道発表資料より引用。 

 

http://www.soumu.go.jp/s-news/2005/050328_2.html より 

１．環境協力税新設の理由  

伊是名村には、伊是名ビーチや伊是名山森林公園、尚円王御庭公園等数多くの観光施設が所在しており、これ

らの維持管理及び島内の環境の美化・保全に毎年多額の費用が必要となっているところである。そこで、その税

収を島内環境の美化、環境の保全、観光施設の維持整備等に係る費用に充てるため、「環境協力税」を創設するも

のである。 

２．環境協力税の概要 

課税団体 伊是名村（沖縄県） 

税目名 環境協力税（法定外目的税） 

課税客体 旅客船、飛行機等により伊是名村へ入域する行為 

税収の使途 環境の美化、環境の保全、観光施設の維持整備の費用 

課税標準 旅客船、飛行機等により伊是名村へ入域する回数 

納税義務者 旅客船、飛行機等により伊是名村へ入域する者 

税率 １回の入域につき１００円 

徴収方法 特別徴収 

収入見込額 （平年度）３．８百万円 

課税免除等 
・ 高校生以下の入域者は非課税 

・ 地方税法第２９２条第１項第９号の適用を受ける障害者は非課税 
 

徴税費用見込額 （平年度）０．２百万円 

課税を行う期間 条例施行後、必要に応じて見直しを行うこととする規定有り 
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7.9.3 現時点における調整事項の整理 
沖縄地域検討会に関係する機関・団体において「7.9.1 相互協力が可能な体制作りにつ

いて」に示した考え方を基に、それぞれの役割分担を検討中であるが、この他に現時点に

おける具体的な調整事項を以下に整理した。 

①海岸管理者としての役割 

関係機関：企画部八重山支庁 土木建築課 

企画部八重山支庁 農林水産整備課 

②廃棄物の処理に関する助言 

関係機関：文化環境部 環境整備課 

企画部八重山支庁 八重山福祉保健所 

沖
縄
県 

③災害等廃棄物処理事業費補助金等の活用の検討 

関係機関：文化環境部 環境整備課 

企画部八重山支庁 土木建築課 

企画部八重山支庁 農林水産整備課 

①石垣市としての取組みのガイドライン 

②災害等廃棄物処理事業費補助金（環境省）活用のための検討 

関係機関：保健福祉部生活環境課 

③漂着ゴミ情報の収集と整理（ボランティア活動の回収結果を利用） 

④漂着ゴミ情報の共有化（地理情報システム等の利用） 

石
垣
市 

③その他 （実施内容について今後要調整のもの） 

・海岸管理者との連携（清掃計画や体制等の調整） 

・石垣市海岸漂着ゴミ等連絡会議との連携 

①竹富町としての取組みのガイドライン 

②災害等廃棄物処理事業費補助金（環境省）活用のための検討 

関係機関：自然環境課 

③民間企業と連携した回収事業の実施 

④漂着ゴミ調査の実施、情報の収集（地元民間団体との共同実施） 

関係機関：自然環境課 

⑤著しい環境影響及び人的被害の恐れのある漂着ゴミの受入れ 

対象：ガラス類／医療系ゴミ（注射器、バイアル等）／廃油類／農薬・薬品類等／そ

の他危険と判断されるゴミ 

⑥大量漂着等の災害時の体制づくり 

竹
富
町 

⑦その他 （実施内容について今後要調整のもの） 

・海岸管理者との連携（清掃計画や体制等の調整）、地域の漂着ゴミ情報の取扱い 

・観光業に係る機関との協力関係 

・環境教育の取組みで回収された漂着ゴミの受入れ 

①西表島の海岸に位置する国有林（保安林・防潮林当）の漂着ゴミ被害に対する対策 

関係機関：九州森林管理局沖縄森林管理署 林
野
庁 ②国有林の位置する海岸における漂着ゴミ回収の取組に対する支援・指導等 

関係機関：九州森林管理局沖縄森林管理署 
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7.10 漂流・漂着ゴミの発生抑制対策のあり方の方向性 
7.10.1 八重山起源のゴミ 

クリーンアップ調査結果における「ペットボトルの国別集計結果」をみれば明らかな様

に、石垣島、西表島地域に漂着するゴミは殆どが海外からのものであり、地元起源のゴミ

は僅かである。したがって、地元起源の漂着ゴミ対策については、地域の関心も薄く、殆

ど論じられないのが現状である。しかしながら、地元起源の漂着ゴミも調査毎に確認され

ている。例えば本年 2月に西表島の中野海岸で実施したペットボトルと飲料缶のラベルと

バーコードの読取り調査では、飲料缶の場合は日本製が最も多く 54％を占めていた。した

がって、量は不明なものの八重山諸島からも漂着ゴミが発生している可能性がある。今後

は地域住民や観光客を対象としたポイ捨て禁止、不法投棄対策等の抑制・啓発活動も必要

であると考えられる。 

7.10.2 海外からのゴミ 
海外由来のゴミに関しては、県や市町村による取組には限界があり、国による率先的な

取組が不可欠である。国は、関係国との政策対話や、国際枠組みの下での協力等を通して、

関係国との共通意識の醸成及び協力体制の構築を引き続き進めていくことが重要である。

特に、日本、中国、韓国、ロシアによる海洋環境保全のための枠組みである「北西太平洋

地域海行動計画（NOWPAP）」は、2006 年から開始された海洋ゴミプロジェクトが精力的に

進められており、環境省は本モデル調査の成果等を NOWPAP を通して各国に発信しており、

NOWPAP を通した協力関係が強化されつつある。さらに、中国語が表記された医療系廃棄物

等、海外からの大量の危険な漂着ゴミが確認された場合には、関係国への原因究明・再発

防止等の申し入れ等を継続的に行っていく必要がある。 

 

7.11 その他 
7.11.1 海岸植生帯の漂着ゴミについて 

当該地域では、強風などにより海岸植生帯に入り込んだゴミが多く見られる。これらに

ついては、漂着量の把握方法、及び安全性や環境に配慮した上での効果的な回収方法につ

いての検討が必要である。 

 

 

図 7.11-1 西表島ユチン川河口に広がる海岸植生帯（防潮林）の漂着ゴミ 
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7.11.2 西表島の海岸植生帯（国有林）について 
(1) 海岸植生帯の規模 

林野庁・九州森林管理局・沖縄森林管理署（以下、沖縄森林管理署とする）からの提供

データによると、西表島の国有林の面積は以下のとおりである。 

 

●保安林面積（全体）   １７,１６８．１５ ｈａ 

（内訳） 

水源かん養       １６,１０７．９０ ｈａ 

土砂崩壊防備        ６４８．４６ ｈａ 

防風             ８１．２５ ｈａ 

潮害防備          ２０１．５９ ｈａ 

保健            １２８．９５ ｈａ 

 

●水土保全林の区分別面積 

国土保全タイプ 

 土砂流出崩壊防備   ５，５７４．８５ ｈａ 

 気象害防備        ３１４．６４ ｈａ 

   計        ５，８８９．４９ ｈａ 
 

水源かん養タイプ      ８１３．６５ ｈａ 
 

合計       ６，７０３．１４ ｈａ 

 

(2) 海岸植生帯の管理と漂着ゴミ対策の現状 
沖縄森林管理署では、海岸植生帯（国有林）の境界巡検や境界巡視、また、林野巡視な

どを実施しており、漂着ゴミの状況については把握しているが、対策等については現在の

ところ計画はされていない。 

 

(3) 海岸植生帯における漂着ゴミ回収のための手続き 
地元自治体や市民団体などが、西表島の海岸植生帯（国有林）の漂着ゴミ清掃を行う場

合には、国有林野入林申請を行い許可を得る必要がある。申請書の様式を以下に示す。 
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図 7.11-2 国有林野入林申請兼請書（資料提供：沖縄森林管理署） 

 



Ⅲ-167 

 

8．漂流・漂着ゴミ国内削減方策に関する今後の提言について(案) 

 

１．漂流・漂着ゴミの実態把握 

 

① 漂流・漂着ゴミの全国的な実態・経年変化の把握 

 全国的な実態把握、経年変化の把握を行うために、地域の実情に応じた漂流・漂着ゴミの効率的・

効果的な状況把握方法について検討を進めていくことが適当である。 

 

② 航空機・防災ヘリ等を用いた漂流・漂着ゴミの実態把握 

 漂流・漂着ゴミの広域的な実態把握については、本モデル調査において航空写真による調査を行い、

一定の有効性を示すことができた。一方で、継続的に調査を行っていく上では、特にコスト面での課

題が大きい。 

 今後は、定量的な評価手法の検討も含めて航空写真による調査の有効性をさらに整理するとともに、

例えば地方公共団体等が保有する防災ヘリを活用する等、航空機・防災ヘリ等を用いた漂流・漂着ゴ

ミの実態把握をどのように進めていくべきか検討を進めていくことが適当である。 

 

③ 漂流シミュレーションの活用による発生源の推定 

 漂流・漂着ゴミについて、発生源を把握することは容易ではないが、発生抑制のための有効な対策

の検討や、国内及び海外との施策連携を行うためには、その推定が不可欠である。本モデル調査にお

いても、漂流シミュレーションの活用を行い、発生源の推定において一定の有効性を示すことができ

た。 

 今後は、漂流シミュレーションをさらに有効に活用し、発生源の具体的な推定を行っていくととも

に、その成果を発生源対策にどのように活用していくか、検討を進めていくことが適当である。 

 

④ 河川からのゴミの流出量等の推定 

 漂流・漂着ゴミは、一般的に、約 8割が河川を通じて海に流れ込む陸域からのゴミであると言われ

ており、その対策を進めていく上では、河川流域全体での取組の強化が重要である。効果的な発生源

対策を講じていく上では、個別の河川から、どんなゴミがいつどれだけ流出しているかを把握してい

くことが重要であるが、現在のところ十分な知見が整理されていない。 

 今後は、河口部での調査を進めてゴミの流出量の推定を行う等、適切な推定方法の検討を行うとと

もに、河川や流域における清掃活動に関するデータを収集し、流域に着目して陸域からのゴミをどの

ように減らしていくべきか検討を進めていくことが適当である。 

 

⑤ 海外由来の漂流・漂着ゴミの効果的な実態把握 

 海外由来の漂流・漂着ゴミについては、本モデル調査を通してある程度明らかにはなってきたもの

の、より正確な把握を行っていく上ではより多くのデータを取得・整理していく必要がある。 

 今後は、ペットボトルやライター等、各国の言語の表記がある漂流・漂着ゴミのデータを積極的に

取得・整理していくとともに、言語の表記がない他の漂流・漂着ゴミについても発生国の推定を進め
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ていくことが適当である。 

 

⑥ 我が国から海外へ流出するゴミの推定 

 我が国の海岸では外国由来の漂流・漂着ゴミが確認されているが、一方で我が国から海域へ流出す

るゴミについても同様に海外に漂着しているものがある。現在のところ、我が国からどの程度のゴミ

が海外へ流出しているか、十分なデータが整理されていない。 

 今後は、我が国から海外へ流出するゴミが、どこにどれだけ流出しているかについて、どのように

して把握をしていくべきか、その手法も含めて検討を進めていくことが適当である。 

 

２．海岸特性に応じた効果的な回収・処理方法 

 

① 漂流・漂着ゴミの回収・処理に当たっての各当事者の役割分担の徹底 

 漂流・漂着ゴミの回収・処理に当たっての各当事者の役割分担については、「漂流・漂着ゴミ対

策に関する関係省庁会議とりまとめ（平成 19 年 3 月）」において、漂流・漂着ゴミの処理等に係

る国、都道府県、市町村等の役割として整理がなされているものの、漂流・漂着ゴミの回収・処理

等に苦慮している地方公共団体にはその整理が十分に行き届いていない面があり、とりわけ一般公

共海岸において回収・処理が円滑に進まない要因の一つとなっている。 

 今後は、各地方公共団体に対して、各当事者の役割分担の周知徹底を行うとともに、漂流・漂着

ゴミの回収・処理を円滑に進めていくための財源の確保に向けた検討を進めていくことが適当である。 

 

② 地域住民や NGO 等による海岸清掃等のボランティア活動に対する支援 

 多くの海岸において、地域住民や NGO 等がボランティア活動による海岸清掃等を行っているが、そ

の活動に対して行政からの十分な支援がないという声が上がっている。 

 今後は、海岸清掃活動及びそれにより回収したゴミの処理が円滑に進むように地域内での協議を進

めていくとともに、地域において多大な貢献をしているボランティア団体に対する情報面での支援

（広報や表彰による活動の評価等）を進めていくことが適当である。加えて、ボランティア活動に対

する財政支援が可能な基金等の情報を整理し、周知していくことも重要である。 

 

③ アクセスが困難な海岸・人員の確保が困難な海岸での回収体制の検討 

 アクセスが困難な海岸については、本モデル調査においても、小型船舶を用いてアプローチし、漂

流・漂着ゴミの搬出を行う等、回収・処理手法の検討を行ったが、継続的に海岸清掃を行う上での課

題は多く残っている。また、離島をはじめ、人員の確保が困難な海岸については、地域内で海岸清掃

の参加者を確保することは困難である。 

 今後は、アクセスが困難な海岸における継続的な海岸清掃方法の確立、人員の確保が困難な海岸に

おける人員確保に向けた方法の確立に向けて、更なる検討を進めていくことが適当である。 

 

④ 離島における処理体制の確立 

 離島においては、特に島内に漂流・漂着ゴミの処理が可能となる十分な廃棄物処理施設を有してい

ない場合は、回収したゴミを島外へ運搬する必要があり、処理コストがより増大することになる。 



Ⅲ-169 

 今後は、離島における漂流・漂着ゴミの処理コストの低減を図るため、最大限の島内処理の推進や、

効果的な運搬方法の確立等について、検討を進めていくことが適当である。 

 

⑤ 漂流・漂着ゴミの減容・リサイクル・有効利用の検討 

 循環型社会の構築を進めていく上では、漂流・漂着ゴミについても、安易に廃棄物としての処分を

進めていくだけでなく、減容による量の削減、リサイクルやリユース等の有効利用を進めていくこと

が重要である。一方、漂流・漂着ゴミは、多様なゴミが多く、劣化しているものや塩分が付着してい

るもの等の質が悪いため、有効利用が困難な面もある。 

 今後は、漂流・漂着ゴミのうち一定の品質を持つ主要品目に着目し、減容・リサイクル・有効利用

等（例：発砲スチロールの減容化、漁具類リサイクル、流木の有効利用等）の検討を進めていくこと

が適当である。 

 

３．発生抑制（発生源対策） 

 

① 漂流・漂着ゴミ問題の周知と発生抑制の呼びかけ 

 漂流・漂着ゴミは、国内においてポイ捨てや不法投棄等により陸域に排出されたゴミが、水路や河

川等を通して海岸に漂着するものが多い。したがって、できる限り多くの人に漂流・漂着ゴミに関心

を持ってもらい、一人一人が発生源とならないように理解と行動を呼びかけていくことが重要である。 

 今後は、漂流・漂着ゴミ問題の周知と発生抑制の呼びかけをより効果的に進めていくため、漂流・

漂着ゴミの問題についてわかりやすく説明する広報用のパンフレットを作成し、モデル調査の成果と

合わせて広報を進めていくことが適当である。また、地方公共団体の協力を得て、市町村の広報紙に

パンフレットを掲載し、漂流・漂着ゴミ問題を紹介する等、効果的な広報を進めていくことが重要で

ある。 

 

② 流域に着目した発生抑制の推進 

 漂流・漂着ゴミ対策を進めていく上では、河川流域全体での取組の強化が重要であることから、本

モデル調査においては、平成 20 年 11 月に福井県福井市において「九頭竜川流域ごみ問題ワークショ

ップ」を開催し、河川のゴミ、海岸のゴミ問題に携わっている地元 NGO 等の団体及び関係行政機関等

の連携強化を推進した。また、平成 20 年 7 月には、最上川流域に着目して NGO、学識経験者、関係

行政機関等が環境保全についての議論を行うための「美しいやまがたの海プラットフォーム」が設立

されている。 

 今後は、多くの地域において、流域に着目した関係者の連携強化を推進するとともに、河川上流の

住民に海岸の実態を理解してもらう、海岸清掃に参加してもらう等、効果的な発生抑制方策について

の検討を進めていくことが重要である。 

 

③ 漂流・漂着ゴミの発生抑制に向けた環境教育の充実 

 漂流・漂着ゴミの発生抑制に向けては、環境保全や海岸・河川についての認識を高めるための環境

教育の充実が重要である。また、子供だけではなく、大人や地域社会においても問題の認識を向上さ

せていくことが重要である。 
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 今後は、環境保全に関する環境教育を充実させるとともに、地域の小中学生やその家族に海岸清掃

に参加してもらう等、実体験も含めた効果的な環境教育を進めていくことが適当である。 

 

④ 関係する事業者に対する注意喚起 

 漂流・漂着ゴミの発生源については、その特定は困難であり、規制による対応はなじまない面があ

るものの、本モデル調査において主要な漂流・漂着ゴミの品目については明らかになりつつある。ま

た、一部の品目については事業活動に伴って排出されていると推察されるものもある。このような品

目を製造・使用する事業者は、必ずしも漂流・漂着ゴミの発生源となっているわけではないものの、

本問題について認識し、製造・使用又は廃棄の過程において留意いただくことで漂流・漂着ゴミの発

生抑制が進められる可能性がある。 

 今後は、主要な漂流・漂着ゴミの品目と関係する事業者との関係を整理し、このような事業者に対

してどのような点を要請していくことが適当か、検討を進めていくことが適当である。 

 

⑤ 医療系廃棄物や廃ポリタンク等の大量漂着に対する関係国への申し入れ(原因究明・漂着防止等) 

 海外からの医療系廃棄物や廃ポリタンク等の大量漂着については、漂着状況の正確な把握に努める

とともに、外交ルートや様々な政策協議の場を通して関係国に対して申し入れ、漂着防止対策を進め

ていくことが重要である。 

 今後は、引き続き医療系廃棄物や廃ポリタンク等の大量漂着が確認された場合は、原因究明・漂着

防止等の関係国への要請を継続的に行っていくとともに、漂着防止に向けてより実効性のある対策を

検討するための協議を進めていくことが適当である。 

 

⑥ 漂流・漂着ゴミの発生抑制のための国際協力の推進 

 漂流・漂着ゴミは、国境を越えて海外から漂着することから、関係国との政策対話や国際枠組みの

下での協力等を通して、関係国との共通認識の醸成及び協力体制の構築を進めていくことが重要であ

る。特に、日本、中国、韓国、ロシアによる海洋環境保全のための国連下の枠組みである「北西太平

洋地域海行動計画（NOWPAP）」は、2006 年から海洋ゴミプロジェクトを開始しており、関係国との協

力強化が進められつつある。 

 今後は、NOWPAP 等の国際枠組みの場を活用し、モデル調査の成果を関係国へ発信していくことや、

我が国の実態と漂流・漂着ゴミの問題について共通認識を醸成すること、漂着防止に向けた共同での

普及啓発活動を進めていくこと等、漂流・漂着ゴミの発生抑制のための効果的な国際協力について検

討を進めていくことが適当である。 

 

 

 

４．その他 

 

① 関係者の相互協力が可能な体制作り 

 漂流・漂着ゴミの処理等に係る問題については、真に現場の求める解決に向けて、関係者間の相互

協力が可能な体制作りを推進することが当面の施策としては最も有効である。このため、各地域にお
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いて、関係者が協力し合えるような役割分担について精力的に議論をし、多くの関係者がお互いにで

きることをしっかりとやっていくことが重要である。 

 今後は、本モデル調査において地域の関係者が議論をする場となった地域検討会や、各地域で設置

されている検討会を発展させること等により、地域の関係者による協議会等の場を設定し、関係者の

相互協力が可能な体制作りについて積極的に検討を進めていくことが適当である。 

 

② 多様な専門家や関係する事業者等の議論への参加 

 漂流・漂着ゴミ問題は、発生源が多岐にわたること、回収・処理については多額の費用がかかるこ

と、多くの関係者が関わること、海洋環境への様々な影響が懸念されていること等、複雑な問題とな

っている。 

 今後は、総括検討会や漂流・漂着ゴミ問題について議論をする場に、経済学、社会学、生物学等の

幅広い分野の学識経験者や関係する事業者等の参加を促進すること等により、議論を深めていくこと

が適当である。 

 

③ モデル調査の他地域への成果の普及 

 本モデル調査は、漂流・漂着ゴミの被害が著しい代表的な地域において検討を深めていったもので

あり、他の被害が著しい地域においても、その成果を活用して取組が進められるように成果の普及を

進めていくことが重要である。 

 今後は、本モデル調査の成果を事例集のような形で取りまとめるとともに、他の地域において活用

されるよう成果の普及に努めていくことが適当である。 

 


